
実施日：令和５年１月１０日～３月１０日

令和４年度 原油・原材料価格高騰に係るアンケート調査結果
回答数

１１７社

建設

25%

飲食

27%
サービス

27%

製造

14%

運輸

5%

卸売

2%

業 種 に つ い て ※主たる業種

建設 飲食 サービス 製造 運輸 卸売 その他

５名以下

67%

６～20名

24%

21～50名

4%

101名以上

2%
５１名～100名

3%

従 業 員 数 に つ い て

５名以下 ６～20名 21～50名 101名以上 ５１名～100名



②かなり悪影響がある

55%③多少悪影響がある

29%

①危機的な悪影響がある

12%

④ほとんど影響はない

4%

原油・原材料・仕入価格の高騰の影響はありますか。

かなり悪影響がある 多少悪影響がある 危機的な悪影響がある ほとんど影響はない

原材料等の値上がり

37%

燃料代の値上がり

32%

売上の減少

19%

商品・原材料の欠品

12%

①～③を選んだ方にお聞きします。具体的には

どのような悪影響を受けていますか。（※複数回答可）

原材料等の値上がり 燃料代の値上がり 売上の減少 商品・原材料の欠品



多少転嫁できている

（21～40%程度）

ほとんど転嫁できていな

い（1～20%程度）

29%

全く転嫁できていない

28%

ある程度転嫁できている

（41～80%程度）

10%

ほぼ転嫁できている

（81～99％程度）

原油・原材料・仕入価格の上昇分を販売価格に転嫁できていますか。

多少転嫁できている（21～40%程度） ほとんど転嫁できていない（1～20%程度）
全く転嫁できていない ある程度転嫁できている（41～80%程度）
ほぼ転嫁できている（81～99％程度）

多少支障があった

52%

ほとんど支障はない

27%

全く支障はない

かなり支障があった

9%

原材料や部品の調達・確保が困難なため、生産や販売に

支障をきたしていますか。

多少支障があった ほとんど支障はない 全く支障はない かなり支障があった



減少見込

58%

ほぼ横ばい見込

39%

増加見込

営業利益の今後（令和5年１月～令和５年６月）の

見通しについて（昨年の同時期との比較）

減少見込 ほぼ横ばい見込 増加見込

諸経費の削減

31%

販売価格への転嫁

21%

省エネ対策

19%

仕入れ・調達先の変更

11%

商品構成の見直し

10%

資金の確保

8%

原油・原材料高騰に対して企業として実施した

対応策について（※複数回答可）

諸経費の削減 販売価格への転嫁 省エネ対策 仕入れ・調達先の変更 商品構成の見直し 資金の確保



一時支援金などの給付金

30%

各種補助金の追加・拡充

30%

金融支援の継続・拡充

20%

プレミアム付商品券などの消費喚起策

14%

優越的な地位乱用による価格押しつけの是正

6%

政府・行政等にどのような対応・対策を望みますか。

一時支援金などの給付金 各種補助金の追加・拡充

金融支援の継続・拡充 プレミアム付商品券などの消費喚起策

優越的な地位乱用による価格押しつけの是正


